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　本計画は、｢基本構想｣及び｢基本計画｣で構成します。

　基本構想は、守口市のまちの将来像や、その実現に向けた基本目標などを定めるものです。
　基本構想の計画期間は、令和３(2021)年度から令和12(2030)年度までの10年間とします。

　基本計画は、基本構想で示したまちの将来像を実現するための政策の方向性や、その方向性に基づく具体
的な施策などを定めるものです。第五次総合基本計画までは、計画期間を10年間としていましたが、変化
の激しい時代にあって、その政策の方向性や施策などの実現をより具体的なものとするために、計画期間を
前期と後期で５年ごとに分けることとします。
　前期基本計画の計画期間は令和３(2021)年度から令和7(2025)年度まで、後期基本計画の計画期間は令
和８(2026)年度から令和12(2030)年度までとします。
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　本市では、高度経済成長を遂げつつあった昭和45(1970)年に、まちづくりの基本方針を明らかにするた
めに第一次総合基本計画を策定して以降、五次にわたり総合基本計画を策定し、市政の指針としてきまし
た。
　平成23(2011)年5月に地方自治法の一部が改正され、同法第２条第４項の｢基本構想策定の義務づけ｣が
撤廃されましたが、総合的かつ計画的な市政の運営を図るためには総合基本計画が必要と考え、守口市総合
基本計画条例を平成31(2019)年3月に制定しました。
　同条例では、総合基本計画を、総合的かつ計画的に市政運営を行うための市の最上位計画として位置づけ
ています。基本構想及び基本計画の策定にあたっては、守口市総合基本計画審議会に諮問することとし、基
本構想の策定にあたっては、議会の議決を経ることとしています。
　平成23(2011)年3月に策定した｢第五次守口市総合基本計画｣から10年の歳月が経過し、この間の社会状
況の変化を踏まえ、本市の新たな未来を描くため、行政だけではなく、市民や議会、企業・団体など｢オー
ル守口｣での協働によるまちづくりの｢羅針盤｣として新たに｢第６次守口市総合基本計画｣を策定します。

1 計画策定の趣旨

2 計画の構成と期間
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   後期基本計画 
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１．基本計画とは 

基本計画は、まちの将来像を実現するための方向性や、その方向性に基づく施策などを定めるも

ので、基本構想における将来都市像を実現するための５つのまちづくりの目標のもと、27の施策ご

とに「５年後の守口像」や「評価指標」、「施策を取り巻く状況」「５年後の守口像実現に向けた現状

と課題」「主な取組」などを示したものです。 

計画期間は基本構想と同じ 10 年間であり、前期基本計画と後期基本計画からなり、急速に社会

経済環境等が変化していく状況を踏まえ、10年間の中間期である令和７（2025）年度に基本計画の

見直しを図り、「後期基本計画」として策定します。 

 

 

２．後期基本計画の計画期間 

後期基本計画の計画期間は、令和８(2026)年度から令和 12(2030)年度までの５年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．前期基本計画の評価 

基本構想に定める５つのまちづくりの目標の実現に向け、前期基本計画では、27の施策ごとに、その施策

分野における「５年後の守口像」とその達成のための「評価指標」を設定しました。 

前期基本計画の計画期間中においては、毎年度、施策ごとの評価指標の達成状況や、取組内容の進捗状況

を把握してきました。前期基本計画の評価として、「５年後の守口像」の達成に向けた「評価指標」の達成

度（令和７(2025)年度見込を含む。）を巻末に記載します。 

 

前期基本計画(5 年) 後期基本計画(5 年) 

実施計画 

令和３年 令和７年 令和８年 令和 12年 

基本構想(10 年) 
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３．基本計画の推進 
基本計画の推進にあたっては、基本計画の達成状況等を毎年チェックするなど、適切な進行管理により、計画

の実効性を高めます。また、基本計画に示す施策の着実な進捗を図るため、主要な事務事業について毎年度、
実施計画を策定します。 
  
 
 

図表 計画の構成と期間 
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実施計画 

令和３年 令和７年 令和８年 令和 12年 

基本構想(10年) 

序論

　基本計画の推進にあたっては、基本計画の達成状況等を毎年チェックするなど、適切な進行管理により、
計画の実効性を高めます。また、基本計画に示す施策の着実な進捗を図るため、主要な事務事業について毎
年度、実施計画を策定します。
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基本構想 
１．基本構想の策定背景 
（１）本市を取り巻く社会状況の変化 
   本市は、早くから企業城下町として栄えた産業都市として、上下水道の整備等、都市生活の利便性の向
上に取り組んできました。しかし、産業構造の変化に加え、急激に進む人口減少・少子高齢化の進行、グロー
バル化の進展、災害によるリスクの増加、情報技術の発展、地球温暖化の進行など、本市を取り巻く社会経
済状況は大きく変化しています。また、令和２(2020)年度以降、世界中で猛威を振るった新型コロナウイル
ス感染症の大流行は、人々の働き方や暮らし方に対する大きな意識の変容をもたらしました。さらに、不安定
な国際情勢の影響を受けた物価やエネルギー価格の高騰は、本市においても、市民生活や市内事業者の経
済活動に多大な影響を及ぼしています。これらの変化が私たちの暮らしに及ぼす影響を様々な観点から想定
し、「守口の将来」を考え、市民とともにその実現に取り組むことが必要です。 

 
 ①人口減少・少子高齢化のさらなる進行 

我が国の人口は平成 20(2008)年 12月の 1億 2,809万人をピークとして減少に転じ、令和２(2020)
年４月には１億 2,593 万人となっています。国立社会保障・人口問題研究所による日本の将来推計人口
（令和５(2023)年推計）によると、本計画の最終年度にあたる令和 12(2030)年には、１億 2,012 万
人となる見通しです。その後も人口減少はさらにスピードが上がり、令和38(2056)年には1億人を割り込み、
令和 52(2070)年には 8,700万人となるとされています。 
様々な対策により、今後、人口減少のスピードが多少抑制されたとしても、人口減少は避けがたい我が国の

未来です。人口構造をみると、年少人口（0～14 歳）と生産年齢人口（15～64 歳）が減少する中で、
概ね令和25(2043)年までは老齢人口（65歳以上）のみが増加していきます。そのため、高齢者の増加へ
の対応と、少子化対策、労働力人口の減少への対応を同時に進めていくことが必要となります。また、本格的
な人口減少と税収減少を見据えて、社会インフラを段階的に適正規模へと整えていくことが必要となります。 

   図表 日本の人口の推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」「人口統計資料集」  

推計値 実績値  

基本構想

　本市は、早くから企業城下町として栄えた産業都市として、上下水道の整備等、都市生活の利便性の向上
に取り組んできました。しかし、産業構造の変化に加え、急激に進む人口減少・少子高齢化の進行、グロー
バル化の進展、災害によるリスクの増加、情報技術の発展、地球温暖化の進行など、本市を取り巻く社会経
済状況は大きく変化しています。また、令和２(2020)年度以降、世界中で猛威を振るった新型コロナウイ
ルス感染症の大流行は、人々の働き方や暮らし方に対する大きな意識の変容をもたらしました。さらに、不
安定な国際情勢の影響を受けた物価やエネルギー価格の高騰は、本市においても、市民生活や市内事業者の
経済活動に多大な影響を及ぼしています。これらの変化が私たちの暮らしに及ぼす影響を様々な観点から想
定し、｢守口の将来｣を考え、市民とともにその実現に取り組むことが必要です。

1 基本構想の策定背景

(１)本市を取り巻く社会状況の変化

　我が国の人口は平成20(2008)年12 月の1 億2,809 万人をピークとして減少に転じ、令和２(2020)年
４月には１億2,593万人となっています。国立社会保障・人口問題研究所による日本の将来推計人口(令和
５(2023)年推計)によると、本計画の最終年度にあたる令和12(2030)年には、１億2,012万人となる見
通しです。その後も人口減少はさらにスピードが上がり、令和38(2056)年には1 億人を割り込み、令和
52(2070)年には8,700万人となるとされています。
　様々な対策により、今後、人口減少のスピードが多少抑制されたとしても、人口減少は避けがたい我が国
の未来です。人口構造をみると、年少人口(0～14 歳)と生産年齢人口(15～64歳)が減少する中で、概ね令
和25(2043)年までは老齢人口(65 歳以上)のみが増加していきます。そのため、高齢者の増加への対応と、
少子化対策、労働力人口の減少への対応を同時に進めていくことが必要となります。また、本格的な人口減
少と税収減少を見据えて、社会インフラを段階的に適正規模へと整えていくことが必要となります。

①人口減少・少子高齢化のさらなる進行

(資料)国立社会保障・人口問題研究所｢日本の将来推計人口(令和５年推計)｣｢人口統計資料集」
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 ②ビジネスや生活におけるグローバル化のさらなる進展 
我が国の在留外国人は約 358 万人（令和６(2024)年６月末）、大阪府の在留外国人は 31.7 万

人（令和５(2023)年 12 月末）です。人口減少に伴って労働力不足が進むことが見込まれることから、令
和６(2024)年６月に出入国管理法が改正されて新たな在留資格「育成就労」が創設されるなど、外国人
人材の受け入れの取組が進みつつあります。この外国人人材の中には、我が国での滞在が長期間になる人や、
配偶者や子どもの帯同が認められる人もいます。こうしたことから、地域社会において、交流人口だけでなく、定
住外国人とともに暮らすということが増えていくことに対応した社会づくりが必要となります。 
訪日外国人観光客(インバウンド)は新型コロナウイルス感染症の影響により大きく落ち込みましたが、令和

6(2024)年には 3,687 万人、訪日外国人旅行消費額は 8.1 兆円と過去最高となりました。また、日本企
業の現地法人数は近年 25,000前後で推移しており、現地での売上高の増加や海外生産比率も増加がみ
られます。円安に伴う経済効果に加え、人口減少に伴う国内マーケットの縮小に対応して、海外マーケットにビ
ジネスチャンスを見出そうとする企業はさらに増えると想定されます。令和７（2025）年の「2025 年日本国
際博覧会（大阪・関西万博）」では、さまざまな海外ビジネスイベントが開催されたことなどもあり、今後、外国
人に対するビジネスや外国人とともに行うビジネスがさらに広がっていくと考えられます。 

 
 ③様々なリスクから身を守る「自助」の重要性の高まり 

地球温暖化の影響と考えられる気候変動もあり、近年、我が国における風水害の被害が増加しています。
河川氾濫や内水氾濫はひとたび発生すると、広い範囲で住戸や事業所が浸水等の影響を受けます。 
また、南海トラフ付近を震源とする地震については、政府の地震調査委員会は今後 30 年以内に起きる確

率について、これまでの「80％」を令和７(2025)年９月に「最大 90％程度」に引き上げました。このような災
害リスクの高まりに対応して、限りなくその被害を小さなものにする減災・縮災に加えて、その後の生活再建や、
事業所における被災後の事業継続をできる限り速やかに成し遂げる回復力を高めていくことが必要となっていま
す。国においては令和８(2026)年度中の防災庁設置に向けた準備を進めており、事前防災の推進をはじめ
とする地域防災力の強化に向け自治体の役割も高まることが想定されます。 
加えて、感染症の世界的流行を踏まえ、感染症と自然災害に同時に対応する必要性への認識とそのため

の備えも求められます。 
また、地域での犯罪は大きく減少傾向にあるものの、高齢者等を対象とする詐欺被害が増えています。さら

に、インターネット等を介したコミュニケーションやサービスの拡大は、生活に利便性をもたらす一方で、新たな犯
罪やトラブルを招いています。 
このように様々なリスクに対する認識を共有し、あらゆるリスクを想定したエビデンス(科学的根拠)に基づく防

災・防犯に取り組むため、「公助」「共助」とともに、「自助」の重要性も一層高まっています。 

  

平成 30（2018）年大阪北部地震直後（佐太小学校） 平成 24（2012）年 8月 14日豪雨 
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帯同が認められる人もいます。こうしたことから、地域社会において、交流人口だけでなく、定住外国人と
ともに暮らすということが増えていくことに対応した社会づくりが必要となります。
　訪日外国人観光客(インバウンド)は新型コロナウイルス感染症の影響により大きく落ち込みましたが、令
和6(2024)年には3,687万人、訪日外国人旅行消費額は8.1兆円と過去最高となりました。また、日本企業
の現地法人数は近年25,000 前後で推移しており、現地での売上高の増加や海外生産比率も増加がみられま
す。円安に伴う経済効果に加え、人口減少に伴う国内マーケットの縮小に対応して、海外マーケットにビジ
ネスチャンスを見出そうとする企業はさらに増えると想定されます。令和７(2025)年の｢2025年日本国際
博覧会(大阪・関西万博)｣では、さまざまな海外ビジネスイベントが開催されたことなどもあり、今後、外
国人に対するビジネスや外国人とともに行うビジネスがさらに広がっていくと考えられます。

　地球温暖化の影響と考えられる気候変動もあり、近年、我が国における風水害の被害が増加しています。
河川氾濫や内水氾濫はひとたび発生すると、広い範囲で住戸や事業所が浸水等の影響を受けます。
　また、南海トラフ付近を震源とする地震については、政府の地震調査委員会は今後30年以内に起きる確
率について、これまでの｢80％｣を令和７(2025)年９月に｢最大90％程度｣に引き上げました。このような災
害リスクの高まりに対応して、限りなくその被害を小さなものにする減災・縮災に加えて、その後の生活再
建や、事業所における被災後の事業継続をできる限り速やかに成し遂げる回復力を高めていくことが必要と
なっています。国においては令和８(2026)年度中の防災庁設置に向けた準備を進めており、事前防災の推
進をはじめとする地域防災力の強化に向け自治体の役割も高まることが想定されます。
　加えて、感染症の世界的流行を踏まえ、感染症と自然災害に同時に対応する必要性への認識とそのための
備えも求められます。
　また、地域での犯罪は大きく減少傾向にあるものの、高齢者等を対象とする詐欺被害が増えています。さ
らに、インターネット等を介したコミュニケーションやサービスの拡大は、生活に利便性をもたらす一方
で、新たな犯罪やトラブルを招いています。
　このように様々なリスクに対する認識を共有し、あらゆるリスクを想定したエビデンス(科学的根拠)に基
づく防災・防犯に取り組むため、｢公助｣｢共助｣とともに、｢自助｣の重要性も一層高まっています。

②ビジネスや生活におけるグローバル化のさらなる進展

③様々なリスクから身を守る｢自助｣の重要性の高まり

平成30（2018）年大阪北部地震直後（佐太小学校） 平成24（2012）年8月14日豪雨
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④デジタル社会の実現への対応 
スマートフォンや SNS の普及により、誰もがいつでもどこでもインターネットを利用して、世界の情報を入手・発

信することができ、個人同士でのモノやサービスのやり取りも一般的に行われているほか、観光分野では、SNS
による情報発信が人の流れに大きな影響を与えています。また、フリーランスやテレワークなど様々な働き方が広
がっており、今後も人々の暮らしやビジネスが変化していくことが想定されます。 
さらには、最近の AI の進化はめざましく、近い将来には、これまで以上に多くの分野で AI が活用され、これ

まで人が行ってきた労働を AI やロボットが代わりに行うなど、大きな社会変化をもたらすことが想定されます。そ
のような大きな社会変化への対応が求められています。 
国が目指すデジタル社会は「デジタルの活用により一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様

な幸せを実現できる社会」であり、令和６(2024)年 6 月の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」では、
集中対応すべき課題を「人口減少および労働力不足」「デジタル産業をはじめとする産業全体の競争力の低
下」「持続可能性への脅威」として、令和９(2027)年までの工程がまとめられました。 
デジタル社会の実現には、DX(デジタルトランスフォーメーション) ※の推進が必要となることから、住民や企業、

研究開発機関など、さまざまな主体が連携することが求められています。 
※DX（デジタルトランスフォーメーション）：デジタル技術の浸透で、人々の生活を、より良い方向に変化させること。 

 
⑤持続可能な社会に向けた具体的な「行動」の必要性の高まり 
国際社会においては、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するために、

令和 12(2030)年を年限として「持続可能な開発目標-SDGs(Sustainable Development Goals)」の
達成に向けて取組を進めています。SDGs は発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル
（普遍的）なものであり、政府においても積極的に取り組んでいます。 

SDGs では 17 の国際目標が設定されていますが、自治体がそれぞれの特性に応じて、目標を設定し、取
組を進めていくことが期待されています。SDGs という国際的な枠組みを活用しながら、社会・経済・環境をめぐ
る広範な課題に統合的に取り組むことや、多様な主体が連携・協力して取り組むことが必要です。 
また、これからの社会や人生 100 年時代の重要なキーワードとされる「ウェルビーイング（well-being）」※

は、SDGs の目標 3「すべての人に健康と福祉を」目標 8「働きがいも経済成長も」は特に関連性を有しており、
これらの目標に向けた具体的な取組が求められています。 
しかし一方で、国際的な研究組織「国連持続可能な開発ソリューション・ネットワーク」（SDSN）の発表し

た 2025年版の「持続可能な開発報告書」によると、日本の SDGs達成度は 167 カ国中 19位で、前年か
ら 1 ランク下げるとともに、17 目標のうち６つが最低評価である「深刻な課題がある」でした。また、同報告書
は、「2015 年の SDGs 採択以来の進捗にもとづくと、17 の目標のうち 2030 年までに達成できそうなものは
１つもない」と指摘しており、日本を含む各国で目標達成に向けて取り組んでいますが、まだまだ成果が出てい
ない状況となっています。 
※ウェルビーイング：身体的、精神的、社会的に良好な状態で、個人の権利と自己実現が保障されている状態を表す。 
 

 
 
 
 
 

SDGｓが掲げる 17のゴール 
 
（資料）外務省「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けて

日本が果たす役割」より抜粋 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/2

001sdgs_gaiyou.pdf 

基本構想

　スマートフォンやSNS の普及により、誰もがいつでもどこでもインターネットを利用して、世界の情報
を入手・発信することができ、個人同士でのモノやサービスのやり取りも一般的に行われているほか、観光
分野では、SNSによる情報発信が人の流れに大きな影響を与えています。また、フリーランスやテレワーク
など様々な働き方が広がっており、今後も人々の暮らしやビジネスが変化していくことが想定されます。
　さらには、最近のAI の進化はめざましく、近い将来には、これまで以上に多くの分野でAI が活用され、
これまで人が行ってきた労働をAI やロボットが代わりに行うなど、大きな社会変化をもたらすことが想定
されます。そのような大きな社会変化への対応が求められています。
　国が目指すデジタル社会は｢デジタルの活用により一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことがで
き、多様な幸せを実現できる社会｣であり、令和６(2024)年6月の｢デジタル社会の実現に向けた重点計画｣
では、集中対応すべき課題を｢人口減少および労働力不足｣｢デジタル産業をはじめとする産業全体の競争力
の低下｣｢持続可能性への脅威｣として、令和９(2027)年までの工程がまとめられました。
　デジタル社会の実現には、DX(デジタルトランスフォーメーション)※の推進が必要となることから、住民
や企業、研究開発機関など、さまざまな主体が連携することが求められています。
※DX(デジタルトランスフォーメーション)：デジタル技術の浸透で、人々の生活を、より良い方向に変化させること。

　国際社会においては、｢誰一人取り残さない｣持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するために、令
和12(2030)年を年限として｢持続可能な開発目標-SDGs(Sustainable Development Goals)｣の達成に向
けて取組を進めています。SDGsは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル(普遍的)な
ものであり、政府においても積極的に取り組んでいます。
　SDGsでは17の国際目標が設定されていますが、自治体がそれぞれの特性に応じて、目標を設定し、取組
を進めていくことが期待されています。SDGsという国際的な枠組みを活用しながら、社会・経済・環境を
めぐる広範な課題に統合的に取り組むことや、多様な主体が連携・協力して取り組むことが必要です。
　また、これからの社会や人生100 年時代の重要なキーワードとされる｢ウェルビーイング(well-being)｣※

は、SDGsの目標3｢すべての人に健康と福祉を｣目標8｢働きがいも経済成長も｣は特に関連性を有しており、
これらの目標に向けた具体的な取組が求められています。
　しかし一方で、国際的な研究組織｢国連持続可能な開発ソリューション・ネットワーク｣(SDSN)の発表し
た2025 年版の｢持続可能な開発報告書｣によると、日本のSDGs 達成度は167カ国中19位で、前年から1
ランク下げるとともに、17目標のうち６つが最低評価である｢深刻な課題がある｣でした。また、同報告書
は、｢2015年のSDGs採択以来の進捗にもとづくと、17の目標のうち2030年までに達成できそうなものは
１つもない｣と指摘しており、日本を含む各国で目標達成に向けて取り組んでいますが、まだまだ成果が出
ていない状況となっています。
※ウェルビーイング：身体的、精神的、社会的に良好な状態で、個人の権利と自己実現が保障されている状態を表す。

④デジタル社会の実現への対応

⑤持続可能な社会に向けた具体的な｢行動｣の必要性の高まり

（資料）外務省「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けて

日本が果たす役割」より抜粋
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（２）本市の人口の見通し 
本市の人口は、昭和 46(1971)年６月の 188,035 人をピークとして減少し、令和２(2020)年 10 月

１日現在には 143,758 人となっています。将来人口を推計すると、本計画の最終年度にあたる令和
12(2030)年には、現状より約 8千人減少し、約 13.6万人になることが見込まれます。 
年齢３区分で人口の推移をみると、令和 12(2030)年に向けては、0～14 歳人口、15～64 歳人口、

65 歳以上人口のいずれも減少していきます。高齢化率は 28％台で推移した後、令和 22(2040)年に
30％を超えることが見込まれます。 

 
図表 守口市の人口推移と将来人口推計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表 守口市の人口(3区分)の推移  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実績値  推計値  

実績値    推計値  

計画期間 

（資料）守口市「住民基本台帳（各９月末現在）」より推計 

月３２￥ 

基本構想

　本市の人口は、昭和46(1971)年６月の188,035人をピークとして減少し、令和２(2020)年10月１日現
在には143,758人となっています。将来人口を推計すると、本計画の最終年度にあたる令和12(2030)年に
は、現状より約8千人減少し、約13.6万人になることが見込まれます。
　年齢３区分で人口の推移をみると、令和12(2030)年に向けては、0～14歳人口、15～64歳人口、65歳
以上人口のいずれも減少していきます。高齢化率は28％台で推移した後、令和22(2040)年に30％を超え
ることが見込まれます。

(２)本市の人口の見通し

（資料）守口市「住民基本台帳（各9月末現在）」より推計
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（３）本市の特性 
本市には、地理的位置、自然、歴史、文化、産業等、様々な特性があります。社会状況の変化に対応し

て、これらの特性をまちづくりの資源として活かしていく「守口の将来」を考えることが必要です。 
 
●コンパクトで平坦な市域 
本市の面積は 12.71k ㎡と、大阪府内では７番目に小さく、コンパクトな市域となっています。淀川を除くほ

ぼ全域が市街地で、そこに約 14 万人の市民が暮らしており、かつては人口急増による超過密都市であり、今
も可住地人口密度は 11,173人/㎢（全国 10位。東京都特別区を除く。）です。一方、市域は概ね平坦
であり、自転車での移動がしやすくなっています。 

 
図表 可住地人口密度順位(全 772市) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●交通利便性 
本市には、京阪電車、大阪メトロ（谷町線、今里筋線）、大阪モノレールの駅が合わせて６つあり、鉄道

による主要ターミナルや近隣都市、空港へのアクセスが良好です。また、市内を走る路線バスは、一部の路線が
廃止されたものの守口市駅、大日駅を中心にバス路線網が形成されています。さらに、大阪中央環状線、阪
神高速道路、国道１号、国道 163号、国道 479号などの主要幹線道路が市域を通っており、東西方向、
南北方向のいずれの方向に対しても交通利便性が高くなっています。 
特に大阪都心部への良好なアクセスにより、様々な都市機能を利用しやすい環境にあり、また、京都や北

大阪地域へ電車で乗り換えなく行き来できる交通利便性の高さも有しています。さらに、大阪モノレールの東大
阪市までの南伸と諸駅の設置が計画されており、大阪都市圏における南北軸の交通利便性向上が一層期
待されます。 

 
 
 
 
 
 
 
大阪メトロ（谷町線） 京阪電車 淀川と鳥飼大橋 

市区町村 人口密度
（人/㎢） 人口（人）

（参考） 東京都特別区 15,249.01 9,569,211
1 蕨市（埼玉県） 14,732.29 75,282
2 武蔵野市（東京都）　　　 13,475.77 147,964
3 西東京市（東京都）　　 13,146.62 205,876
4 狛江市（東京都）　　 12,970.06 82,749
5 大阪市（大阪府） 12,166.99 2,741,587
6 三鷹市（東京都）　　　　　 11,573.19 189,916
7 川崎市（神奈川県）　　　　 11,269.88 1,524,026
8 国分寺市（東京都）　　　　 11,219.42 128,238
9 豊中市（大阪府）　　　　 11,209.65 407,695
10 守口市（大阪府）　　　 11,173.41 142,014

（資料）総務省「統計でみる市区町村のすがた 2024」より本市作成 

基本構想

　本市には、地理的位置、自然、歴史、文化、産業等、様々な特性があります。社会状況の変化に対応し
て、これらの特性をまちづくりの資源として活かしていく｢守口の将来｣を考えることが必要です。

(３)本市の特性

　本市の面積は12.71㎢と、大阪府内では７番目に小さく、コンパクトな市域となっています。淀川を除
くほぼ全域が市街地で、そこに約14 万人の市民が暮らしており、かつては人口急増による超過密都市であ
り、今も可住地人口密度は11,173 人/㎢(全国10位。東京都特別区を除く。)です。一方、市域は概ね平坦
であり、自転車での移動がしやすくなっています。

コンパクトで平坦な市域

　本市には、京阪電車、大阪メトロ(谷町線、今里筋線)、大阪モノレールの駅が合わせて６つあり、鉄道に
よる主要ターミナルや近隣都市、空港へのアクセスが良好です。また、市内を走る路線バスは、一部の路線
が廃止されたものの守口市駅、大日駅を中心にバス路線網が形成されています。さらに、大阪中央環状線、
阪神高速道路、国道１号、国道163号、国道479号などの主要幹線道路が市域を通っており、東西方向、南
北方向のいずれの方向に対しても交通利便性が高くなっています。
　特に大阪都心部への良好なアクセスにより、様々な都市機能を利用しやすい環境にあり、また、京都や北
大阪地域へ電車で乗り換えなく行き来できる交通利便性の高さも有しています。さらに、大阪モノレールの
東大阪市までの南伸と諸駅の設置が計画されており、大阪都市圏における南北軸の交通利便性向上が一層期
待されます。

交通利便性

（資料）総務省「統計でみる市区町村のすがた2024」より本市作成

大阪メトロ（谷町線）

10



●中心市街地 
京阪電車守口市駅・大阪メトロ守口駅周辺の「守口都市核」は、商業・業務系機能に加え、行政文化機

能が集積しており、また、大阪モノレール大日駅・大阪メトロ大日駅周辺の「大日都市核」は、商業・業務・居
住系機能が集積しています。 

 
●買い物・医療 
市内には、百貨店、大型複合商業施設、食品スーパー、商店街等が多く立地し、日常の買い物が便利な

環境にあり、市内はもとより近隣地域からの買い物客でにぎわっています。 
また、市内には多くの民間医療機関があり、その中には、一次、二次、三次の救急医療を担える医療機関

があることも強みです。加えて、入所、在宅双方の高齢福祉サービスを担う介護保険施設が多数立地し、これ
らが市民生活を支えています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●緑・公園 
北部を流れる淀川は、貴重な自然環境が享受できる水辺空間であり、本市の上水道の水源にもなってい

ます。南部にある鶴見緑地には、緑と親しめる空間が整備されています。このほか、市内には 60 を超える都市
公園をはじめ、多くの公園があります。このうち最も面積が大きい大枝公園は、「スポーツ・防災公園」として平
成 31(2019)年４月にリニューアルされ、多くの市民でにぎわう本市の新たな魅力スポットとなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

守口市駅前 大日駅前 

大枝公園 

基本構想

　京阪電車守口市駅・大阪メトロ守口駅周辺の｢守口都市核｣は、商業・業務系機能に加え、行政文化機能が
集積しており、また、大阪モノレール大日駅・大阪メトロ大日駅周辺の｢大日都市核｣は、商業・業務・居住
系機能が集積しています。

　市内には、百貨店、大型複合商業施設、食品スーパー、商店街等が多く立地し、日常の買い物が便利な環
境にあり、市内はもとより近隣地域からの買い物客でにぎわっています。
　また、市内には多くの民間医療機関があり、その中には、一次、二次、三次の救急医療を担える医療機関
があることも強みです。加えて、入所、在宅双方の高齢福祉サービスを担う介護保険施設が多数立地し、こ
れらが市民生活を支えています。

　北部を流れる淀川は、貴重な自然環境が享受できる水辺空間であり、本市の上水道の水源にもなっていま
す。南部にある鶴見緑地には、緑と親しめる空間が整備されています。このほか、市内には60を超える都
市公園をはじめ、多くの公園があります。このうち最も面積が大きい大枝公園は、｢スポーツ・防災公園｣と
して平成31(2019)年４月にリニューアルされ、多くの市民でにぎわう本市の新たな魅力スポットとなって
います。

中心市街地

買い物・医療

緑・公園
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●歴史文化・生涯学習 
本市には、東海道 57 次の宿場町の趣を残す文禄堤などの貴重な歴史的資源や景観が存在し、市指定

有形文化財であるもりぐち歴史館「旧中西家住宅」、古寺社、石造物や美術工芸品などの有形文化財、府
指定天然記念物の樹木などがあります。また、市指定無形民俗文化財である寺方提灯踊りのほか、秋祭りで
のだんじりやみこしなども地域において継承されています。 
市内では８箇所のコミュニティセンターが整備され、市民の文化・スポーツ活動の場として活用されています。

また、令和２(2020)年には、守口市生涯学習情報センターを全面リニューアルし、「市立図書館」が誕生し、
市民が主体的に集い・学び・交流する新たな場となっています。 

 
●産業 
本市は、大手家電メーカーの企業城下町として発展し、電機、機械金属、繊維など多くの工場が立地し、

そこに勤める従業員により商店街等も大きなにぎわいをみせた時期がありました。高度成長の終焉や産業構造
転換、海外への工場移転等、大手家電メーカーをはじめとする製造事業者やそこで働く労働者の環境変化に
伴い、本市の産業構造と就業構造は大きく変化し、平成24(2012)年以降は、本市の従業者数は、商業が
製造業を上回っています。 

 
●子育て・教育 
本市では国に先駆け、平成 29(2017)年度から 0 歳～５歳児の幼児教育・保育の無償化を実施していま

す。これに加えて、妊婦健康診査の助成や 18 歳までのこども医療費助成などの取組により、保育・教育・医療
に係る費用負担が軽減されています。また、こども家庭センター「あえる」の開設など、在宅での子育てに対する支
援も充実しており、全国トップクラスの子育てにやさしいまちとなっています。 
教育においては、全中学校区において小中一貫教育を推進しており、全国に先駆けた義務教育学校を設

置しています。また、地域の方が学校運営に参画するコミュニティ・スクールの導入や ICT 機器を活用した学習
に積極的に取り組むなど、より良い教育環境の中で子どもたちが学んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
●安全安心 
大阪府警との連携により防犯カメラ 1,100 台を地域にきめ細かく整備したことや防犯委員による見守り、小

学校区の青色パトロール活動の充実により、地域での犯罪は大きく減少傾向にあります。令和 6(2024)年
11 月には高齢者被害防止を目的として、市と守口警察署、社会福祉法人守口市社会福祉協議会の三者
で「特殊詐欺被害防止対策に関する協定」を締結しました。 

よつば小学校 守口市立図書館 

基本構想

　本市には、東海道57次の宿場町の趣を残す文禄堤などの貴重な歴史的資源や景観が存在し、市指定有形
文化財であるもりぐち歴史館｢旧中西家住宅｣、古寺社、石造物や美術工芸品などの有形文化財、府指定天然
記念物の樹木などがあります。また、市指定無形民俗文化財である寺方提灯踊りのほか、秋祭りでのだんじ
りやみこしなども地域において継承されています。
　市内では８箇所のコミュニティセンターが整備され、市民の文化・スポーツ活動の場として活用されてい
ます。また、令和２(2020)年には、守口市生涯学習情報センターを全面リニューアルし、｢市立図書館｣が
誕生し、市民が主体的に集い・学び・交流する新たな場となっています。

　本市では国に先駆け、平成29(2017)年度から0 歳～５歳児の幼児教育・保育の無償化を実施していま
す。これに加えて、妊婦健康診査の助成や18歳までのこども医療費助成などの取組により、保育・教育・
医療に係る費用負担が軽減されています。また、こども家庭センター｢あえる｣の開設など、在宅での子育て
に対する支援も充実しており、全国トップクラスの子育てにやさしいまちとなっています。
　教育においては、全中学校区において小中一貫教育を推進しており、全国に先駆けた義務教育学校を設
置しています。また、地域の方が学校運営に参画するコミュニティ・スクールの導入やICT 機器を活用した
学習に積極的に取り組むなど、より良い教育環境の中で子どもたちが学んでいます。

　大阪府警との連携により防犯カメラ1,100台を地域にきめ細かく整備したことや防犯委員による見守り、
小学校区の青色パトロール活動の充実により、地域での犯罪は大きく減少傾向にあります。令和6(2024)年
11月には高齢者被害防止を目的として、市と守口警察署、社会福祉法人守口市社会福祉協議会の三者で｢特
殊詐欺被害防止対策に関する協定｣を締結しました。

　本市は、大手家電メーカーの企業城下町として発展し、電機、機械金属、繊維など多くの工場が立地し、
そこに勤める従業員により商店街等も大きなにぎわいをみせた時期がありました。高度成長の終焉や産業構
造転換、海外への工場移転等、大手家電メーカーをはじめとする製造事業者やそこで働く労働者の環境変化
に伴い、本市の産業構造と就業構造は大きく変化し、平成24(2012)年以降は、本市の従業者数は、商業が
製造業を上回っています。

歴史文化・生涯学習

子育て・教育

安全安心

産業
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図表 守口市概略図 

  

延伸事業中 

●歴史文化・生涯学習 
本市には、東海道 57 次の宿場町の趣を残す文禄堤などの貴重な歴史的資源や景観が存在し、市指定

有形文化財であるもりぐち歴史館「旧中西家住宅」、古寺社、石造物や美術工芸品などの有形文化財、府
指定天然記念物の樹木などがあります。また、市指定無形民俗文化財である寺方提灯踊りのほか、秋祭りで
のだんじりやみこしなども地域において継承されています。 
市内では８箇所のコミュニティセンターが整備され、市民の文化・スポーツ活動の場として活用されています。

また、令和２(2020)年には、守口市生涯学習情報センターを全面リニューアルし、「市立図書館」が誕生し、
市民が主体的に集い・学び・交流する新たな場となっています。 

 
●産業 
本市は、大手家電メーカーの企業城下町として発展し、電機、機械金属、繊維など多くの工場が立地し、

そこに勤める従業員により商店街等も大きなにぎわいをみせた時期がありました。高度成長の終焉や産業構造
転換、海外への工場移転等、大手家電メーカーをはじめとする製造事業者やそこで働く労働者の環境変化に
伴い、本市の産業構造と就業構造は大きく変化し、平成24(2012)年以降は、本市の従業者数は、商業が
製造業を上回っています。 

 
●子育て・教育 
本市では国に先駆け、平成 29(2017)年度から 0 歳～５歳児の幼児教育・保育の無償化を実施していま

す。これに加えて、妊婦健康診査の助成や 18 歳までのこども医療費助成などの取組により、保育・教育・医療
に係る費用負担が軽減されています。また、こども家庭センター「あえる」の開設など、在宅での子育てに対する支
援も充実しており、全国トップクラスの子育てにやさしいまちとなっています。 
教育においては、全中学校区において小中一貫教育を推進しており、全国に先駆けた義務教育学校を設

置しています。また、地域の方が学校運営に参画するコミュニティ・スクールの導入や ICT 機器を活用した学習
に積極的に取り組むなど、より良い教育環境の中で子どもたちが学んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
●安全安心 
大阪府警との連携により防犯カメラ 1,100 台を地域にきめ細かく整備したことや防犯委員による見守り、小

学校区の青色パトロール活動の充実により、地域での犯罪は大きく減少傾向にあります。令和 6(2024)年
11 月には高齢者被害防止を目的として、市と守口警察署、社会福祉法人守口市社会福祉協議会の三者
で「特殊詐欺被害防止対策に関する協定」を締結しました。 

よつば小学校 守口市立図書館 

基本構想

守口市概略図
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基本構想

　６歳未満親族がいる世帯数は平成27(2015)年以降に増加に転じ、減少傾向だった18歳未満の親族がいる
一般世帯数も横ばいとなっていることから、子育て世帯に選ばれるまちになりつつあることがうかがわれま
す。また、10歳以下の住民の過去の人口を比較すると、特に３歳以下は転入超過、６歳以降は住み替え等
に伴い転出超過となっていることがうかがわれます。
　令和６(2024)年に実施した守口市外への転出者に対するアンケートでは、転出者のうち、｢守口市内も検
討したが最終的には市外になった｣が24％、｢守口市内に住むこともできたが、守口市内では探さなかった｣
が10％となっており、転出者の約3割強は、守口市に住みつづける可能性があったことがわかります。
　そのため、定住促進に向けて、若者が本市に愛着を持ち、生まれ育ったことを誇りに思い、保護者が｢守
口で子育てをし続けたい｣と思えるよう、住まいを取り巻く環境や、子育て、教育等の環境を総合的に高め
ていくことが重要な課題です。

　ライフスタイルや価値観の多様化等の中で、本市では様々な市民が暮らしています。世帯別にみると、令
和２(2020)年には、一人暮らし世帯が約42％を占めており、夫婦と子どもからなる世帯は約24％、夫婦の
み世帯が約19％、ひとり親と子どもからなる世帯は約10％となっています。年齢構成をみると、生産年齢
人口が減少し続け、このままでは、企業活動や地域活動において必要な人材の確保や定着が困難となること
が見込まれます。そのため、若者や女性、高齢者、障がい者、外国人等多様な人々が社会で活躍しやすい環
境を整えていくことが必要です。
　また、団塊の世代が75歳以上の後期高齢者となる令和7(2025)年には、人口に占める後期高齢者の割合
は約18％となる見込みです。こうした年齢の市民は、身体的な変化や家族構成の変化(単身化)があり、外出
やコミュニケーションの機会が減るなど孤立化が懸念されるとともに、医療や介護の費用の増大が見込まれ
ます。100年の人生を豊かに暮らせるように、誰もが安心して外出・移動できる環境の確保や、安心して過
ごすことができる医療・福祉サービス基盤の確立や居場所づくり、同じ趣味などを持つ人とつながりを持て
る機会の確保など、多様な人が過ごしやすいまちづくりを限られた資源、財源のもとでどう進めていくかが
極めて重要です。
　様々な市民がいきいきと自分らしく過ごしやすい、ウェルビーイングを実現する環境を整えていくこと
が、健康寿命の延伸にもつながっていくと期待されます。

　平成30(2018)年に発生した大阪北部地震や台風21号では、本市も大きな被害を受けました。本市は歴史
的には淀川と江戸時代に付け替えられた旧大和川に挟まれた沖積平野に所在するため、海抜３メートルと土
地が低く、市域の大部分はもともと淀川の氾濫原であったため、大雨による浸水リスクが相対的に高くなっ
ています。
　加えて、高度経済成長期以降の急速な都市化に都市計画が追い付かず、狭い生活道路と耐震性の低い木造
住宅が多く存在する市街地が形成されており、大地震時の家屋倒壊や火災によるリスクが懸念されます。こ

(４)本市の主要課題

①子育て世帯等の定住促進

②人生100 年時代を見据えた多様な人が過ごしやすいまちづくり

③防災・防犯対策のさらなる充実
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基本構想

　市民アンケートによると、本市の魅力としては、買い物や道路・鉄道、通勤・通学の利便性が圧倒的に多
くあげられています。一方、さらに良くなればいいと思うこととしては、高齢者福祉サービス、路線バス等
の利便性、災害への備え、物価や住居費、防犯対策の充実があげられ、既に魅力に感じる方が多い医療施設
の充実も、さらに良くなれば良いと考える方が多くなっています。一般市民(22歳以上)、若者(15～21 歳)
ともに、守口市に対して良いイメージを持っている方、守口市での暮らしに満足している方及び守口市に愛
着を感じている方の割合は、いずれも約７割と高くなっていますが、守口市民であることを誇りに感じてい
る方は４割弱にとどまっています。
　あらゆる人々にとって、生活の利便性に加えて、守口の様々な人や店、活動と出会い、仲間や友人、なじ
みの店、自分らしく活躍できる居場所を得ることが、守口への愛着や、守口市民としての誇りにつながると
考えられます。そのためには、守口の魅力と出会う機会を増やすことや、京阪守口市駅など、市内外の多く
の人を惹きつける地域のランドマークとなる都市の顔づくりも課題です。また、それらの魅力を発信して、
都市イメージの向上につなげていくことも課題となります。

　本市では昭和30年代からの人口急増に対応するため、大手家電メーカーをはじめとする多数の事業所や
市民からの豊富な税収を活用し、すべての施設やインフラを”自前”で整備・保有するというフルセット型の
公共施設や都市基盤整備に早くから取り組んできました。それから60年程度の年月がたち、多くの公共施
設や都市基盤が老朽化し、安全性確保や利用環境への影響が懸念されます。また、施設の老朽化は、地域の
魅力低下にもつながるおそれもあります。これらの懸念に加え、少子高齢化やニーズの変化に対応するた
め、保育所や学校、公園やコミュニティセンター等、多くの施設を更新してきましたが、上下水道等のライ
フラインの老朽化対応などの更新はまだ道半ばです。
　今後も引き続き、人口減少を見据え、限られた財源を有効に活用し、公共施設や都市基盤の必要な規模を
見定めた上で、必要となる再編統合や隣接自治体との水平連携などを進めていくとともに、一方で、新たな

のような起きてはならない最悪の事態を確実に回避するため、国においては国土強靱化基本計画が策定され
ており、本市においても、インフラの整備に加えて、ソフト面からも災害に対する｢強さ｣と｢しなやかさ｣を
併せ持った地域づくりが求められています。
　また、安全安心のまちづくりには治安対策も重要です。大阪府警と連携し、1,100台の防犯カメラを全市
域に設置したことにより、ひったくり等の地域犯罪が大幅に減少している一方で、オレオレ詐欺などの特殊
詐欺による被害は増加しており安心できない状況が続いています。市民アンケートでは、さらなる防犯対策
の充実を求める意見が回答者の約3割となっており、また、転出者の守口市がさらに良くなれば良いことで
は｢治安の良さ｣が約３割みられます。これらの治安に対する不安は、実際に起こっている犯罪の状況だけで
なく、夜道の暗さや、ごみの散乱や落書き、自転車等の交通マナー、過去に形成された都市イメージも影響
していると考えられます。このような不安の解消に向け、市の取組と実際の地域犯罪は大きく減少している
という事実に即した情報を発信することが不可欠です。
　高齢化のさらなる進展に備え、防災・防犯の両面から安全安心への備えをさらに高めるため、市として
ハード面の整備とともに、ソフト面からは市民の主体的活動への支援などを行ことにより、市民と行政がそ
れぞれの具体的な役割を理解し、ユニバーサルな視点を備えた自助、共助、公助の協働による安全安心社会
に向かう姿勢及び体制の確立が重要です。

④市民の守口への愛着・都市イメージの向上

⑤公共施設や都市基盤の再編統合と計画的な更新
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市民ニーズに応じた機能を付加する観点も含め、将来にわたって維持できる公共施設や都市基盤の管理
手法の確立や機能更新を計画的に進めていくことが必要です。

　国においては、国際競争力の強化及び国民の利便性の向上に資するとともに、急速な少子高齢化の進展
への対応などの課題を解決するため、デジタル社会の形成に取り組んでいます。また、令和２(2020)年以
降、新型コロナウイルス感染症の大流行に伴い、感染拡大防止の観点から、緊急事態宣言が発令されるとと
もに、外出行動の抑制や3密(密閉・密集・密接)を避けた行動が奨励されるようになりました。これによ
り、国民生活や経済活動維持の観点から、これまでデジタル化が進まなかった領域を含め、急速にデジタル
技術の活用が広がることとなりました。
　本市においても、市民サービスの利便性の向上や行政事務の効率化に向けて、行政サービスのオンライン
申請手続の導入などを積極的に進めてきましたが、今後もICTやAI技術の更なる活用によるデジタル化を推
進するとともに、職員の意識変革もあわせて行い、DX(デジタル・トランスフォーメーション)を推進して
いくことが必要です。
　また、これからのまちづくりにおいては、コロナ禍における経験も踏まえつつ、人口減少対策や時代の変
化に即応するための仕組みづくりが重要です。これまで行政が担ってきた役割や市民が求める行政サービス
の内容も従来から変化しつつあるため、市の課題を効率的に解決し、市民サービスの向上につなげていくた
めには、民間事業者と適切に連携し、その資源や手法を積極的に活用していくことが重要です。市の魅力を
向上させていくためにも、幅広い分野において、公民連携の枠組みをいかに活用していけるかが課題です。

　我が国では、2040年頃には、高齢者人口がピークを迎えるとともに、人口減少により、全ての自治体に
おいて若年労働力の不足や経営資源が大きく制約されます。このことを前提として、従来の制度や業務を大
胆に再構築する必要があります。
　また、人口減少と高齢化により、公共私それぞれの人々の暮らしを支える機能が低下する中、自治体は
｢プラットフォーム・ビルダー｣として新しい公・共・私の協力関係を構築し、住民生活に不可欠なニーズ
を満たすことが求められます。
　自治体の職員は関係者を巻き込み、まとめるプロジェクトリーダーとなる必要があるため、公・共・私を
支える人材の確保・育成も重要です。
　本市においても、このような環境変化に対応して、住民サービスを持続的、かつ安定的に提供していくた
めには、処理可能な事務作業は全てAI・ロボティクスに任せ、職員は職員でなければできない業務に特化す
ることが必要です。あわせて、新たな公共私の協力関係を構築することなどにより、少人数の職員でも自治
体として本来担うべき機能が発揮でき、量・質ともに困難さを増す課題を突破できるような仕組の構築が課
題です。

⑥デジタル化の推進と公民連携への取組

⑦2040 年頃を見据えた自治体の役割の転換
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